
８教総広第449号の２  

令 和 ８ 年 ３ 月 ５ 日  

 

 

 

日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会 

東京「君が代」裁判原告団            様 

 

 

東京都教育庁総務部広報統計課長 

山 岸 武 尊 

 

 

 

「命令と処分による「日の丸・君が代」の強制をやめ、『10・23通達』 

に基づく処分の取り消しを求める要請」等に対する回答について 

 

 

 

貴会から令和８年１月２８日付けで提出された標記要請等及び要請書提出時の追加質

問等について、別紙のとおり回答します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 東京都教育庁総務部広報統計課広聴担当 

 電話０３－５３２０－６７３３（直通） 



別 紙 

Ⅰ 「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会 東京「君が代」裁判原告団 

 

＜要請事項＞ 

１ 東京都教育委員会が 2023年 10月 23日に発出したいわゆる「10.23通達」を撤回する

こと。 

 

（回答） 

これまでに出された裁判所の判断において、都教育委員会が平成 15年 10月 23日付け

で発出した、「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について（通達）」

は、旧教育基本法第 10 条第１項にいう「不当な支配」には該当しないとされています。

よって、本通達を撤回する考えはありません。 

（所管 指導部指導企画課）  

  

 

２ 同通達に基づく一切の懲戒処分・厳重注意等を取り消すこと。 

 

（回答） 

卒業式等における職務命令違反を理由とした懲戒処分の取消しや撤回は、考えており

ません。 

（所管 人事部職員課） 

 

 

３ 最高裁判決（2012 年 1 月、2013 年 9 月、2019 年 3 月）、東京高裁判決（2015 年 12 月

4日）、東京地裁判決(2017年 9月 15日）に従い、10・23通達に基づく全ての減給・停職

処分を取り消し、該当者に謝罪すること 

 

（回答） 

  判決が確定した事案については、当該各事案に係る判決の内容に応じて、必要な対応

を行っています。謝罪する考えはありません。 

また、懲戒処分の取消しや撤回は、考えておりません。 

なお、卒業式等における職務命令違反については、最高裁判決を踏まえて適切に対処

します。 

（所管 人事部職員課） 

 



４ 2013年 12月、2015年 3月・4月、2018年 2月、2020年 12月の現職教職員延べ 20件・

19名に対する戒告という再処分を撤回し、該当者に謝罪すること。 

 

（回答） 

  卒業式等における職務命令違反を理由とした懲戒処分の取消しや撤回は、考えており

ません。 

（所管 人事部職員課） 

 

 

５ 10・23通達に基づく校長の職務命令を発出しないこと。 

 

（回答） 

平成 23年５月 30日、最高裁判所は、都教育委員会が平成 15年 10月 23日付けで発出

した、「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について（通達）」に基

づく職務命令は、思想及び良心の自由を侵すものではなく、憲法 19条に違反するもので

はないと判断しました。その後も最高裁判所においては同様の判断が繰り返されており、

平成 28年７月 12日の判決も同様の判断でした。 

このように、最高裁判所の判決においては、学習指導要領に基づき自校の入学式、卒

業式等を適正に実施するため、校長が職務命令を発出することは何ら問題がないとされ

ています。 

（所管 指導部指導企画課） 

 

 

６ 2024 年 3 月・卒業式、4 月・入学式で「国旗（「日の丸」）掲揚、国歌（「君が代」）斉

唱」を実施しないこと。式次第に「国歌」斉唱を入れないこと。 

 

（回答） 

学習指導要領や通達に基づき、各学校の入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌

斉唱が適正に実施されるよう、引き続き、各学校を指導してまいります。 

（所管 指導部指導企画課） 

 

 

 

 

 



７ 卒業式、入学式で同通達に基づく新たな懲戒処分を行わないこと。 

 

（回答） 

卒業式等の式典において国歌斉唱時の起立斉唱等を教員に求めた校長の職務命令が合

憲であることは、最高裁判所の判決で繰り返し認められているところであり、職務命令

違反があった場合には、個々の事案の状況に応じて厳正に対処します。 

（所管 人事部職員課） 

 

 

８ 同通達に関わり懲戒処分を受けた教職員に対する「服務事故再発防止研修」を行わな

いこと。 

 

（回答） 

懲戒処分の原因となった服務事故の再発を防止するため、関係規定に基づき、懲戒処

分を受けた者に対し、服務事故再発防止研修を実施します。 

（所管 人事部職員課） 

 

 

９ 同通達に係わり懲戒処分を受けた教職員に対する「再任用打ち切り」と「時間講師不

合格」を撤回すること。 

 

（回答） 

懲戒処分歴のある者に対して、再任用の更新をしないという考えを撤回することはあ

りません。 

時間講師の任用に当たっては、東京都公立学校時間講師採用候補者選考募集要項に基

づき、適切に実施しています。不合格を撤回することはありません。 

（所管 人事部選考課） 

 

 

10 卒・入学式等での「君が代」斉唱時に生徒に起立を強制し、内心の自由を侵害する「3.13

通達」（2006年）を撤回すること。卒業式、入学式で生徒に内心の自由を告知するなどの

各学校の創意工夫に介入しないこと。 

 

（回答） 

平成 18 年３月 13 日付「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の指導につ



いて（通達）」は、平成 15 年 10 月 23 日付「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国

歌斉唱の実施について（通達）」及び平成 16 年３月 11日付「入学式・卒業式の適正な実

施について（通知）」の趣旨を、なお一層徹底するとともに、校長が自らの権限と責任に

おいて、学習指導要領に基づき適正に児童・生徒を指導することを、教職員に徹底する

よう通達したものです。本通達を撤回する考えはありません。 

（所管 指導部指導企画課） 

 

 

11 「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱について」（平成 24 年１月 24 日）

の都教委の「議決」を撤回すること。 

 

（回答） 

国歌斉唱時の起立斉唱等を教員に求めた職務命令が合憲であることは平成 24 年１月

16 日の最高裁判決でも改めて認められたところです。この判決を受け平成 24 年１月 24

日の臨時教育委員会において、「一人一人の教員が、教育における国旗掲揚及び国歌斉唱

の意義と教育者としての責務を認識し、学習指導要領に基づき、各学校の入学式、卒業

式等における国旗掲揚及び国歌斉唱が適正に実施されるよう、万全を期していく」こと

を委員総意の下に確認し、「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱について」

が議決されました。本議決を撤回する考えはありません。 

（所管 指導部指導企画課） 

 

 

12 最高裁判決に従い、「紛争を解決する」ための具体的改善策を策定すること。 

 

（回答） 

卒業式等の式典において国歌斉唱時の起立斉唱等を教員に求めた校長の職務命令が合

憲であることは、最高裁判所の判決で繰り返し認められているところであり、職務命令

違反があった場合には、個々の事案の状況に応じて厳正に対処します。 

（所管 指導部指導企画課、人事部職員課） 

 

 

13 ILO/ユネスコ教職員勧告適用合同専門家委員会及び国連自由権規約委員会の勧告（総

括所見）に従い、教員組織や該当者との「対話の機会」を設け、10・23通達を見直すこ

と。 

 



（回答） 

指摘のあった「勧告」は、東京都教育委員会に宛てられたものではないため、これに

ついて見解を述べる立場にはありません。 

（所管 指導部指導企画課、人事部職員課） 

 

 

14 都教育庁関係部署（人事部職員課、指導部指導企画課、教職員研修センター研修部教

育経営課など）の責任ある職員と被処分者の会・同弁護団との話し合いの場を早期に設

定すること。 

 

（回答） 

請願・要請については、広報統計課を通じて御意見をお聞きするとともに、請願につ

いては、主管課において趣旨を検討の上、その結果を請願者に通知し、また、要請につ

いては、必要に応じて回答を行っております。今後も同様に対応してまいります。 

（所管 指導部指導企画課、人事部職員課、教職員研修センター） 

 

 

15 本要請書を教育委員会で配付し、慎重に検討し、議論し、回答すること。 

 

（回答） 

既に方針が決定済みの事項であることから、東京都教育委員会事案決定規程等に基づ

いて回答します。教育委員会への報告及び教育委員会での審議は行いません。 

（所管 指導部指導企画課、人事部職員課、教職員研修センター） 

 

 

Ⅱ 「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会 東京「君が代」裁判原告団 

片山むぎほ 

 

 

１ 「日の丸・君が代」の強制は、排外主義者たちの人権侵害を正当化するために使われ

始めている 

  国民一般に対して日本国憲法が「思想良心の自由」を保障している事柄について、排

外主義・外国人差別を行う無法者たちが人権侵害を行う道具として、「日の丸・君が代」

の強制が使われています。 

 



（回答） 

学習指導要領では、「入学式や卒業式などにおいては、その意義を踏まえ、国旗を掲揚

するとともに国歌を斉唱するよう指導するものとする。」と示されています。 

 （所管課 指導部指導企画課） 

 

 

２ 「10・23 通達」が醸成したものの行方 

「10・23通達」の目的が、国際交流や国際協力の国際的なマナーを習得させることで

はなく、排外主義的な人権侵害を容認してしまうような土壌の醸成であったと言わざる

を得ない状況が進行しているのではないでしょうか。 

 

（回答） 

都教育委員会が平成 15 年 10 月 23 日付けで発出した、「入学式、卒業式等における国

旗掲揚及び国歌斉唱の実施について（通達）」は、各学校の入学式、卒業式等における国

旗掲揚及び国歌斉唱が適正に実施されるよう通達されています。 

なお、学習指導要領では、「入学式や卒業式などにおいては、その意義を踏まえ、国旗

を掲揚するとともに国歌を斉唱するよう指導するものとする。」と示されています。 

 （所管課 指導部指導企画課） 

 

 

３ 学校現場で多文化共生を実現するために 

「10・23 通達」を一刻も早く撤回し、国歌斉唱時には、「10・23 通達」以前に行われ

ていたような「内心の自由説明―憲法 19条に基づき国歌斉唱は個人に強制されるもので

はない旨の説明」を学校として行うことが必要です。 

東京都の学校が、世界に開かれた国際的な学校になるためには、英語スピーキングテ

ストに力を入れる以前の問題として、「10・23通達」の撤回が必要です。 

 

（回答） 

これまでに出された裁判所の判断において、都教育委員会が平成 15年 10月 23日付け

で発出した、「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について（通達）」

は、旧教育基本法第 10 条第１項にいう「不当な支配」には該当しないとされています。

よって、本通達を撤回する考えはありません。 

 （所管課 指導部指導企画課） 

 

 



Ⅲ 追加質問及び要請 

 

１ 広報統計課長が欠席したことに関して、課長名及び部長名での謝罪及び弁明を求める。 

 

（回答） 

広報統計課長は欠席いたしましたが、要請への対応につきましては、広報統計課の広

聴業務の一環として担当職員が対応し、いただいたご意見を所管課に伝えさせていただ

いております。 

（所管 総務部広報統計課）  

 

 

２ 要請への出席を予定していた日時に他の業務が重複することとなった際の広報統計課

長の対応（他の業務の日程変更等を行おうとしたか）。 

３ 他の業務を担当の課長代理に対応させ、課長は本来予定していた要請への出席を行う

べきではなかったのか。 

 

（回答 ２及び３について） 

要請への対応につきましては、広報統計課の広聴業務の一環として担当職員が対応し、

いただいたご意見を所管課に伝えさせていただいております。 

（所管 総務部広報統計課）  

 

 

４ CEART の 2019 年 3 月、2022 年 6 月、2025 年 6 月の勧告及び国連自由権規約委員会の

2022 年 11 月の勧告について。４件の勧告それぞれについて、東京都で始めに受け取っ

た部署はどこか、また教育庁で始めに受け取った部署がどこか。喉後の部署か。 

 

（回答 CEART勧告（2019年 3月、2022年 6 月、2025年 6月）について東京都で初めて受

け取った部署はどこか。） 

  2019年 3月については教育庁人事部勤労課で受けています。 

2022年 6月については教育庁人事部職員課で受けています。 

 （所管 人事部職員課、人事部勤労課） 

 

（回答 CEART勧告（2019年 3月、2022年 6 月、2025年 6月）について教育庁で初めて受

け取った部署はどこか。） 

2019年 3月については教育庁人事部勤労課で受けています。 



2022年 6月については教育庁人事部職員課で受けています。 

（所管 人事部勤労課、人事部職員課） 

 

（回答 国連自由権規約委員会の勧告（2022年 11月）について、東京都で初めて受け取っ

た部署はどこか。）  

政策企画局外務部へ、外務省からメールにて情報提供がありました。 

 （所管 政策企画局外務部外務課） 

 

（回答 国連自由権規約委員会の勧告（2022年 11月）について、教育庁で初めて受け取っ

た部署はどこか。） 

令和６年 10月９日に政策企画局外務部から情報提供がありました。 

 （所管 総務部教育政策課） 

 

 

５ ４の勧告について、教育委員会に報告されているのか。報告されている場合は、全文

を提供したのか、または事務局が作成した概要版を提供したのか。 

 

（回答） 

指摘のあった「勧告」は、東京都教育委員会に宛てられたものではないため、これに

ついて見解を述べる立場にはありません。 

 （所管課 指導部指導企画課） 

 

 

６ 本年 4月 26日に実施される昭和 100年記念行事について、指導部高等学校教育指導課

は課長名で事務連絡を発出して参加生徒の募集を行った。何人の生徒から応募があり、

何人の生徒の参加が予定されているのか。 

 

（回答） 

希望する生徒の参加を見込んでいる。 

 （所管 指導部高等学校教育指導課） 


